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1. 平成30年2月期の連結業績（平成29年3月1日～平成30年2月28日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年2月期 43,957 1.0 2,603 16.2 2,681 17.7 1,671 33.4

29年2月期 43,508 △0.0 2,240 △6.2 2,279 △5.7 1,253 △7.2

（注）包括利益 30年2月期　　1,669百万円 （26.1％） 29年2月期　　1,323百万円 （5.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年2月期 157.09 ― 12.2 14.5 5.9

29年2月期 116.22 ― 9.5 12.8 5.1

（参考） 持分法投資損益 30年2月期 ―百万円 29年2月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年2月期 18,961 14,065 74.2 1,343.65

29年2月期 17,997 13,404 74.5 1,252.08

（参考） 自己資本 30年2月期 14,065百万円 29年2月期 13,404百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年2月期 2,571 △687 △1,156 6,738

29年2月期 2,082 △769 △1,023 6,010

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年2月期 ― 0.00 ― 45.00 45.00 481 38.7 3.7

30年2月期 ― 0.00 ― 55.00 55.00 575 35.0 4.2

31年2月期(予想) ― 0.00 ― 55.00 55.00 33.9

（注）「1株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数については、平成30年2月28日現在の発行済株式数（自己株式数を除く）を使用しておりま
す。



3. 平成31年 2月期の連結業績予想（平成30年 3月 1日～平成31年 2月28日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 21,800 2.4 1,070 1.9 1,090 0.9 690 0.9 65.91

通期 46,000 4.6 2,700 3.7 2,750 2.5 1,700 1.7 162.39

（注）1.「1株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数については、平成30年2月28日現在の発行済株式数（自己株式数を除く）を使用しており
ます。

2.当社は、本日付で公表いたしました「完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ」に記載のとおり、平成30年6月8日を効力発生日として
柿安グルメフーズ株式会社を吸収合併する予定でありますが、上記予想数値には本合併による影響を織り込んでおりません。本合併が与える影響につきまし
ては、現段階では未定であり、今後明らかになった時点で速やかに公表いたします。

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年2月期 12,446,700 株 29年2月期 12,446,700 株

② 期末自己株式数 30年2月期 1,978,696 株 29年2月期 1,740,627 株

③ 期中平均株式数 30年2月期 10,641,509 株 29年2月期 10,783,882 株

（参考）個別業績の概要

平成30年2月期の個別業績（平成29年3月1日～平成30年2月28日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年2月期 43,751 1.1 2,496 16.4 2,586 17.8 1,609 34.2

29年2月期 43,291 △0.0 2,145 △6.7 2,195 △6.2 1,198 △7.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年2月期 151.20 ―

29年2月期 111.18 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年2月期 18,356 13,508 73.6 1,290.49

29年2月期 17,452 12,907 74.0 1,205.59

（参考） 自己資本 30年2月期 13,508百万円 29年2月期 12,907百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料
２ページ「1.経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1) 経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な海外経済を背景に輸出企業を中心に企業業績は堅調に推移し、消費

も緩やかな回復基調がみられました。また、堅調な雇用・所得環境に支えられ、個人消費は底堅く推移いたしまし

た。しかしながら、依然として海外の政治情勢の不確実性の高まり等から、海外経済全体への影響が懸念される等、

先行き不透明な状況は続いております。また、食関連業界におきましても、個人消費の本格的な回復には力強さに欠

けており、依然として厳しい環境が続いております。 

このような環境の中、当社グループは、「肉の老舗」として引き続き「肉」を訴求した商品の拡充に取り組みまし

た。高品質な商品をよりお値打ちに提供するため、日常使いの商品アイテムの拡充や商品力の向上に注力いたしまし

た。 

出退店・改装につきましては、和菓子事業「口福堂」17店をはじめ計33店を出店するとともに、４店の改装により

既存店の活性化を図りました。一方、入店先施設の閉鎖に伴うものを含め、18店を退店いたしました。 

 

＜出退店の状況＞

区    分 出    店 退    店 改    装

  精肉事業 精肉店舗 ２店 精肉店舗 ３店 精肉店舗 ２店

株式会社 惣菜事業 柿安ダイニング店舗 ５店 柿安ダイニング店舗 １店 柿安ダイニング店舗 １店

柿安本店   柿安上海ＤＥＬＩ店舗 １店 柿安上海ＤＥＬＩ店舗 ２店    

    その他 ２店 おかずや柿安 １店    

  和菓子事業 口福堂店舗 17店 口福堂店舗 ４店 口福堂店舗 １店

  レストラン事業 グリル店舗 ６店 三尺三寸箸店舗 １店 ──────

  食品事業 ────── しぐれ店舗 ６店 ──────

    計 33店 計 18店 計 ４店

 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は43,957百万円(前連結会計年度比1.0％増)、営業利益は2,603百万円(同

16.2％増)、経常利益は2,681百万円(同17.7％増)、また親会社株主に帰属する当期純利益は1,671百万円(同33.4％

増)となりました。

 

各セグメントの売上高の状況は次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日）

構成比（％）

精肉事業（百万円） 15,415 35.1

惣菜事業（百万円） 13,380 30.4

和菓子事業（百万円） 7,240 16.5

レストラン事業（百万円） 4,793 10.9

食品事業（百万円） 3,121 7.1

その他（百万円） 4 0.0

合計（百万円） 43,957 100.0

（注）セグメント間取引については、相殺消去しております。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同期

の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。

 

(a) 精肉事業 

精肉事業につきましては、変化するお客様の嗜好や多様化するニーズに柔軟に対応するため、すき焼切り落と

しや、焼肉切り落とし等の日常使い商品の拡充、赤身部位や銘柄牛の食べ比べセット等、商品力の向上に注力

し、精肉事業の活性化を図りました。 

出退店・改装につきましては、「近鉄四日市精肉店」、「西武所沢精肉店」の２店を出店、また店舗の活性化

を図るため２店を改装し、入店先施設の閉鎖に伴うものを含め３店を退店いたしました。 

この結果、当事業の売上高は15,415百万円（前連結会計年度比4.2％増）、セグメント利益（営業利益）は

1,624百万円（同47.3％増）となりました。 

 

(b) 惣菜事業

惣菜事業につきましては、オリジナルバーベキューソースに漬け込みじっくり焼き上げた『スペアリブＢＢＱ

ソース』の他、「肉」を使った多彩な商品に加えて、季節の先取りを行う商品や健康・美容を意識した商品の 

継続的な見直しを行う等、多様な商品展開に注力いたしました。 

出退店・改装につきましては、「西武所沢ダイニング」、「近鉄奈良ダイニング」等、計８店を出店、店舗の

活性化を図るため１店を改装し、入店先施設の閉鎖に伴うものを含め４店を退店いたしました。 

この結果、当事業の売上高は13,380百万円（前連結会計年度比2.7％増）、セグメント利益（営業利益）は

1,300百万円（同6.7％増）となりました。 

 

(c) 和菓子事業

和菓子事業につきましては、基幹商品のおはぎの見直しの他、大ヒット商品となったフルーツ大福のシリーズ

拡充による活性化を図りました。 

出退店・改装につきましては、口福堂17店の出店、１店の改装、４店を退店いたしました。 

この結果、当事業の売上高は7,240百万円（前連結会計年度比1.6％増）、セグメント利益（営業利益）は

542百万円(同19.7％減)となりました。 

 

(d) レストラン事業

レストラン事業につきましては、ご好評いただいている『ローストビーフ丼』の他、牛肉しぐれ煮をアレンジ

した『柿安名物 牛肉しぐれ煮丼』をはじめとする「肉」の丼メニューを中心とした「柿安 Meat Express」のフ

ードコートへの展開を加速し、グリル業態の活性化に注力いたしました。 

出退店につきましては、「柿安 Meat Expressイオンモール大高店」をはじめ、計６店を出店し、一方、１店を

退店いたしました。 

この結果、当事業の売上高は4,793百万円（前連結会計年度比4.0％減）、セグメント利益（営業利益）は

111百万円（同17.2％増）となりました。 

 

(e) 食品事業

食品事業につきましては、引き続き健康志向のお客様にご好評いただいている減塩シリーズに加え、『糖質

30％オフ 牛肉しぐれ』、『グルテンフリー 牛肉しぐれ』をはじめ『柿安茶漬 瀬戸内産ちりめんじゃこ』、

『柿安茶漬 穴子山椒』等、自家需要向け商品の拡充による活性化に注力いたしました。 

この結果、当事業の売上高は3,121百万円（前連結会計年度比12.7％減）、セグメント利益（営業利益）は

385百万円（同12.2％増）となりました。 
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＜次期の見通しについて＞ 

今後の見通しにつきましては、堅調な企業業績に支えられ国内経済は緩やかな回復基調が続くものと思われます。

その一方で、海外の政治情勢の不確実性の増大に伴う経済全体への影響懸念等、先行き不透明な状況は継続し、個人

の消費意欲の本格的な改善には、なお時間を要するものと思われる事から、引き続き厳しい環境が続くものと思われ

ます。

このような状況の中、変化するお客様ニーズに柔軟に対応する商品開発を推し進めるとともに、新業態開発による

活性化、組織力の向上を図るための人財育成、営業力の強化を通して、よりご満足いただける店舗を目指してまいり

ます。

 

これらにより、平成31年２月期通期の業績の見通しにつきましては、売上高46,000百万円(前連結会計年度比4.6％

増)、営業利益2,700百万円(同3.7％増)、経常利益2,750百万円(同2.5％増)、親会社株主に帰属する当期純利益 

1,700百万円(同1.7％増)を見込んでおります。

なお、当社は、本日付で公表いたしました「完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ」に

記載のとおり、平成30年6月8日を効力発生日として柿安グルメフーズ株式会社を吸収合併する予定でありますが、業

績の見通しには本合併による影響を織り込んでおりません。本合併が与える影響につきましては、現段階では未定で

あり、今後明らかになった時点で速やかに公表いたします。

 

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ964百万円増加し、18,961百万円となりま

した。

流動資産は830百万円増加し、10,939百万円となりました。主な要因は、現金及び預金の増加727百万円及び

商品及び製品の増加56百万円並びに売掛金の増加54百万円等であります。固定資産は134百万円増加し、

8,022百万円となりました。主な要因は、差入保証金の増加50百万円及び工具、器具及び備品の増加43百万円

等であります。

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ303百万円増加し、4,896百万円となりまし

た。

流動負債は340百万円増加し、4,311百万円となりました。主な要因は、未払法人税等の増加179百万円及び

未払金の増加127百万円等であります。固定負債は36百万円減少し、585百万円となりました。主な要因は、

長期借入金の減少75百万円等であります。

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ660百万円増加し、14,065百万円となり

ました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益1,671百万円の計上による増加と自己株式の取得によ

る減少527百万円及び剰余金の配当による減少481百万円等であります。

 

②当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

727百万円増加（前連結会計年度比12.1％増）し、当連結会計年度末には6,738百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は2,571百万円(前連結会計年度は2,082百万円の獲得)となりました。収入の 

主な内訳は、税金等調整前当期純利益2,553百万円に対し、非資金損益項目等の調整を加減した営業取引による

収入3,363百万円等であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額817百万円等であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は687百万円(前連結会計年度は769百万円の使用)となりました。収入の主な

内訳は、定期預金の払戻による収入1,200百万円等であり、支出の主な内訳は、定期預金の預入による支出

1,200百万円、有形固定資産の取得による支出455百万円等であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は1,156百万円(前連結会計年度は1,023百万円の使用)となりました。支出の

主な内訳は、自己株式の取得による支出527百万円及び配当金の支払額481百万円等であります。 
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③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成28年
２月期

平成29年
２月期

平成30年
２月期

自己資本比率（％） 73.2 74.5 74.2

時価ベースの自己資本比率（％） 113.2 115.6 171.7

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率（％）
18.4 11.1 3.6

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
321.1 508.3 1,412.3

 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 

使用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策として位置づけ、利益配分につきましては将来の事業展開や 

経営環境の変化に対応するため、内部留保に留意しつつ、安定的な配当を行うことを念頭に置き、業績に応じて総合

的に決定することを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の 

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり普通配当55円とする予定であります。こ

の結果、配当性向は36.4%となります。

今後も、経営成績及び財務状態を勘案しつつ、利益配当を実施していく方針であります。

次期につきましては、業績予想等を総合的に勘案し、期末に１株当たり55円の配当とさせていただく予定でありま

す。

また、内部留保資金につきましては、新規事業開発、新規出店、既存店の改装及び工場設備への投資等として充当

してまいりたいと考えております。

当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定め

ております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり配当額 
（円）

平成30年５月25日

定時株主総会決議（予定）
575 55

(注) 当事業年度にかかる中間配当はありません。 
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(4) 事業等のリスク

①原材料の価格変動について

食品に関する衛生問題等による鶏肉及び牛肉の輸入停止や、台風等の自然災害発生の影響などにより、畜産

物、農作物の市場価格が大幅に変動いたします。これらを原材料としている各部門において原材料の調達価格や

生産原価に影響を受けるなど、原材料の価格変動は、当社グループの業績に重要な影響を与える可能性がありま

す。

 

②自然災害等について

地震や台風等の自然災害によって、当社グループの生産、物流、販売及び情報管理関連施設等の拠点に甚大な

被害を被る可能性があります。当社グループは、定期的な設備点検を行っておりますが、これらの災害による影

響を完全に防止または軽減できる保証はありません。特に国内生産拠点は三重県桑名市に集中しており、大規模

な地震や台風等の自然災害が発生した場合には、生産活動の停止や製品供給の遅延等により、当社グループの業

績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

③法的規制について

当社グループは、「食品衛生法」に基づいた店舗及び工場の整備、器具の管理、添加物の取扱い、その他の製

造工程及び販売等の管理運営を行っております。

当社グループは、食品衛生法を遵守し、製造設備の衛生管理には万全の注意を払っておりますが、食品衛生問

題は食品を取り扱う企業にとって不可避の課題であり、今後についても製造及び加工設備を中心とした食品衛生

管理体制の強化を図っていく方針であります。

しかしながら、今後の社会環境の中でこれらに関する問題が発生した場合には、当社グループもその影響を受

ける恐れがあり、当社グループの社会的信用度や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④新規出店計画について

当社グループは、商圏人口、賃料、競合店の状況等を調査し、投資採算性を総合的に勘案して新規店舗の出店

を行っております。景気動向や消費者の嗜好の変化等による店舗の不採算化、それに伴う退店や業態変更、また

は出店立地の確保に支障が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤人財の確保及び育成について

当社グループは、積極的な店舗展開を行う方針であり、そのためには人財を確保していく必要があります。特

に店舗運営における経験を持った人財を確保し、育成していくことは重要な課題であります。当社グループにお

きましては、求人・採用のレベルアップ、採用後の従業員に対するフォローの充実、OJTによる教育及び研修制度

の充実等による人財育成に取り組んでおりますが、当社グループにおける人財の確保及び育成が出店スピードに

追いつかない場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

⑥個人情報の管理について

当社グループは、顧客からのアンケート情報等を収集し、顧客満足度の把握及びサービスの向上に努めており

ます。個人情報の管理に関しては万全を期しておりますが、何らかの理由で個人情報が漏洩した場合には、損害

賠償の発生や社会的信用の低下等により、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社柿安本店）及び子会社１社により構成されており、主

に、精肉、惣菜、和菓子、牛肉しぐれ煮の製造販売及びレストランの運営を行っております。

なお、当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、次の５部門は「５．連結財務諸表 (５)連結財務諸表に関する注記事項」に掲げるセグメント情報等の区分と

同一であります。

＜精肉事業＞

［当社］

松阪牛及び自社ブランド「柿安牛」を核に全国のブランド牛肉、豚肉や鶏肉から肉加工品・惣菜類に至る幅広い

品揃えの専門店として展開を行っております。安全でおいしい牛肉の安定供給のために契約飼育農家との独自の

肥育技術の開発・改良を行うとともに、加工の社内一貫体制を持ち、店頭販売の他、産地直送ギフトなどを扱っ

ております。

＜惣菜事業＞

［当社］

「柿安ダイニング」（洋惣菜）、「柿安上海ＤＥＬＩ」（中華惣菜）など、主に百貨店におけるダイニング部門

をはじめ、牛めし弁当専門店「柿安牛めし」、路面惣菜店「おかずや柿安」など多様な惣菜業態を展開しており

ます。ダイニング部門では、全ての店舗に厨房を設置し、出来立てのおいしさにこだわるとともに、ライブによ

る躍動感を演出しております。また、旬の味覚、高品質野菜など厳選した食材を使用し、安全安心で体にやさし

いメニューを提供しております。

＜和菓子事業＞

［当社］

量販店・駅ビル等の「口福堂」において、おはぎ・どら焼及びわらび餅などの和菓子を、主に高速道路サービス

エリアの「柿次郎」にて、和菓子に弁当類を加え、製造販売を行っております。

＜レストラン事業＞

［当社］

「好きなものを、好きなときに、好きなだけ」をコンセプトに、旬の食材を使った健康的な料理を提供している

「三尺三寸箸」や中華業態「上海柿安」のビュッフェ部門、松阪牛・柿安牛のすき焼、しゃぶしゃぶなどの肉料

理と会席料理等の日本料理を主力メニューに、落ち着いた店舗施設とサービスを加えた「柿安」部門及びハンバ

ーグ専門店「炭火焼ハンバーグカキヤス」などのグリル部門を展開しております。

＜食品事業＞

［当社］

主に百貨店におけるしぐれ煮及び松阪牛・柿安牛などの産地直送ギフトの販売を行っております。「しぐれ煮」

は三重県桑名市に伝わる製法で素材の味を生かし、佃煮とは異なり柔らかく炊き上げたものであります。牛肉、

海産物及び山菜類などの厳選した材料を使用した当社しぐれ煮類は、主に贈答用としてお歳暮・お中元ギフトに

利用されております。

［柿安グルメフーズ株式会社］

主にしぐれ煮等の量販店及びコンビニエンスストアへの卸売りを行っております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 

 

 

［関係会社の状況］

名称 住所
資本金又は出資金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）

柿安グルメフーズ

株式会社

三重県桑名市 10
量販店等へのしぐれ

煮等の卸売
100.0

当社は同社に当社製品

を供給しております。 

役員の兼任等あり。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準に基づいて連結財務

諸表を作成しております。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮のうえ、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
 

    (単位：百万円) 

  前連結会計年度 
(平成29年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成30年２月28日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,610 7,338 

受取手形及び売掛金 2,571 2,626 

商品及び製品 279 336 

仕掛品 238 211 

原材料及び貯蔵品 175 190 

繰延税金資産 204 206 

その他 29 30 

流動資産合計 10,109 10,939 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） ※２ 3,114 ※２ 3,127 

機械装置及び運搬具（純額） 283 237 

工具、器具及び備品（純額） 412 455 

土地 ※２ 2,261 ※２ 2,255 

リース資産（純額） 17 9 

建設仮勘定 22 19 

有形固定資産合計 ※１ 6,112 ※１ 6,104 

無形固定資産 197 225 

投資その他の資産    

投資有価証券 206 180 

繰延税金資産 131 151 

差入保証金 833 884 

退職給付に係る資産 166 190 

その他 239 285 

投資その他の資産合計 1,578 1,692 

固定資産合計 7,887 8,022 

資産合計 17,997 18,961 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,235 1,291 

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 137 ※２ 75 

リース債務 9 7 

未払金 455 583 

未払法人税等 481 660 

未払消費税等 190 252 

未払費用 938 966 

賞与引当金 366 367 

役員賞与引当金 34 39 

その他 123 66 

流動負債合計 3,970 4,311 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成30年２月28日) 

固定負債    

長期借入金 ※２ 75 － 

リース債務 9 2 

資産除去債務 462 508 

その他 74 74 

固定負債合計 621 585 

負債合計 4,592 4,896 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,269 1,269 

資本剰余金 1,074 1,074 

利益剰余金 13,952 15,142 

自己株式 △3,014 △3,542 

株主資本合計 13,282 13,944 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 19 21 

退職給付に係る調整累計額 102 98 

その他の包括利益累計額合計 122 120 

純資産合計 13,404 14,065 

負債純資産合計 17,997 18,961 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

売上高 43,508 43,957 

売上原価 22,556 22,236 

売上総利益 20,951 21,721 

販売費及び一般管理費 ※１ 18,711 ※１ 19,117 

営業利益 2,240 2,603 

営業外収益    

受取利息 1 0 

受取配当金 2 2 

受取ロイヤリティー 3 6 

工事負担金等受入額 5 － 

受取補償金 － 18 

受取保険金 － 23 

その他 37 35 

営業外収益合計 49 87 

営業外費用    

支払利息 4 2 

その他 6 7 

営業外費用合計 10 9 

経常利益 2,279 2,681 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 3 － 

投資有価証券売却益 － 9 

その他 0 － 

特別利益合計 4 9 

特別損失    

固定資産除売却損 ※３ 10 ※３ 20 

減損損失 ※４ 186 ※４ 113 

店舗閉鎖損失 10 1 

その他 － 2 

特別損失合計 207 137 

税金等調整前当期純利益 2,076 2,553 

法人税、住民税及び事業税 803 901 

法人税等調整額 19 △19 

法人税等合計 822 881 

当期純利益 1,253 1,671 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,253 1,671 
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（連結包括利益計算書）
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

当期純利益 1,253 1,671 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 18 2 

退職給付に係る調整額 51 △3 

その他の包括利益合計 ※ 70 ※ △1 

包括利益 1,323 1,669 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,323 1,669 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,269 1,074 13,190 △2,641 12,892 

当期変動額           

剰余金の配当     △490   △490 

親会社株主に帰属する当期純利益     1,253   1,253 

自己株式の取得       △372 △372 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 － － 762 △372 389 

当期末残高 1,269 1,074 13,952 △3,014 13,282 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合

計 

当期首残高 0 51 52 12,944 

当期変動額         

剰余金の配当       △490 

親会社株主に帰属する当期純利益       1,253 

自己株式の取得       △372 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 18 51 70 70 

当期変動額合計 18 51 70 460 

当期末残高 19 102 122 13,404 
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当連結会計年度（自 平成29年３月１日 至 平成30年２月28日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,269 1,074 13,952 △3,014 13,282 

当期変動額           

剰余金の配当     △481   △481 

親会社株主に帰属する当期純利益     1,671   1,671 

自己株式の取得       △527 △527 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 － － 1,189 △527 662 

当期末残高 1,269 1,074 15,142 △3,542 13,944 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合

計 

当期首残高 19 102 122 13,404 

当期変動額         

剰余金の配当       △481 

親会社株主に帰属する当期純利益       1,671 

自己株式の取得       △527 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 2 △3 △1 △1 

当期変動額合計 2 △3 △1 660 

当期末残高 21 98 120 14,065 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,076 2,553 

減価償却費 645 613 

減損損失 186 113 

賞与引当金の増減額（△は減少） 10 1 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 4 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △82 △23 

受取利息及び受取配当金 △3 △3 

受取保険金 － △23 

支払利息 4 2 

有形固定資産除却損 10 20 

有形固定資産売却損益（△は益） △3 － 

投資有価証券売却損益（△は益） － △9 

売上債権の増減額（△は増加） 59 △53 

たな卸資産の増減額（△は増加） △100 △45 

仕入債務の増減額（△は減少） 19 56 

未払金の増減額（△は減少） △77 △21 

未払消費税等の増減額（△は減少） △41 62 

その他 159 115 

小計 2,853 3,363 

利息及び配当金の受取額 4 3 

利息の支払額 △4 △1 

法人税等の支払額 △771 △817 

保険金の受取額 － 23 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,082 2,571 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △1,200 △1,200 

定期預金の払戻による収入 1,200 1,200 

有形固定資産の取得による支出 △633 △455 

有形固定資産の売却による収入 16 － 

投資有価証券の取得による支出 △1 △1 

投資有価証券の売却による収入 － 39 

差入保証金の差入による支出 △15 △80 

差入保証金の回収による収入 5 32 

その他 △141 △221 

投資活動によるキャッシュ・フロー △769 △687 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △150 △137 

自己株式の取得による支出 △372 △527 

配当金の支払額 △490 △481 

その他 △10 △9 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,023 △1,156 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 289 727 

現金及び現金同等物の期首残高 5,720 6,010 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,010 ※ 6,738 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 1社

連結子会社の名称

柿安グルメフーズ株式会社

非連結子会社

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

柿安グルメフーズ株式会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

製品、原材料、仕掛品

主に移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

商品、貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く。）

建物（建物附属設備は除く。） 定額法

その他            定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物は定額法）

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物   ２～50年 

機械装置及び運搬具 ２～10年 

工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く。） 

ソフトウエア（自社利用） 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他          定額法

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。

③ 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計

上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

② 過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額を費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

 

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度 
（平成29年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成30年２月28日） 

6,040百万円 6,351百万円 

 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務

(1) 担保に供している資産

 
前連結会計年度

（平成29年２月28日） 
当連結会計年度

（平成30年２月28日） 

建物 635百万円 678百万円

土地 1,003 1,003

計 1,638 1,681

 

(2) 上記に対応する債務

 
前連結会計年度

（平成29年２月28日）
当連結会計年度

（平成30年２月28日）

１年内返済予定の長期借入金 87百万円 37百万円

長期借入金 37 －

計 125 37

 

（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額

 
前連結会計年度 

（自 平成28年３月１日 
  至 平成29年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年３月１日 

  至 平成30年２月28日） 

店舗家賃 3,955百万円 3,994百万円 

給料及び手当 8,663 8,935 

賞与引当金繰入額 312 314 

役員賞与引当金繰入額 34 39 

退職給付費用 56 34 

 

※２．固定資産売却益の内訳

 
前連結会計年度 

（自 平成28年３月１日 
至 平成29年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年３月１日 
至 平成30年２月28日） 

建物及び構築物 2百万円 －百万円 

機械装置及び運搬具 0 － 

土地 1 － 

計 3 －

 

※３．固定資産除売却損の内訳 

 
前連結会計年度

（自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日） 

建物及び構築物除却損 6百万円 17百万円

機械装置及び運搬具除却損 1 0

工具、器具及び備品除却損 2 2

長期前払費用除却損 － 0

計 10 20

 

- 20 -

㈱柿安本店(2294)平成30年2月期決算短信



※４．減損損失 

前連結会計年度（自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日）

  186百万円

当連結会計年度において当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

 
関東地区 

６件 
中部地区 

４件 
関西地区 

２件 
九州地区 

１件 

 
店舗等 

建物及び構築物 185 

機械及び装置 0 

その他 1 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基礎とし、また遊

休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。

営業利益が継続してマイナスである店舗は、回収可能価額まで減額し、その差額を減損損失として特

別損失に計上しております。なお、路面店舗等の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不

動産鑑定士による鑑定評価額等によっております。

 

当連結会計年度（自 平成29年３月１日 至 平成30年２月28日）

  113百万円

当連結会計年度において当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

 
関東地区 

６件 
中部地区 

６件 
関西地区 

２件 
九州地区 

１件 

 
店舗等 

建物及び構築物 106 

機械及び装置 0 

工具、器具及び備品 0 

土地 6 

その他 0 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基礎とし、また遊

休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。

営業利益が継続してマイナスである店舗は、回収可能価額まで減額し、その差額を減損損失として特

別損失に計上しております。なお、路面店舗等の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不

動産鑑定士による鑑定評価額等によっております。
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日）

その他有価証券評価差額金    

当期発生額 27百万円 12百万円

組替調整額 － △9

税効果調整前 27 3

税効果額 △8 △0

その他有価証券評価差額金 18 2

退職給付に係る調整額    

当期発生額 97 46

組替調整額 △24 △51

税効果調整前 73 △5

税効果額 △21 1

退職給付に係る調整額 51 △3

その他の包括利益合計 70 △1
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 12,446,700 － － 12,446,700

合計 12,446,700 － － 12,446,700

自己株式        

普通株式（注） 1,540,627 200,000 － 1,740,627

合計 1,540,627 200,000 － 1,740,627

（注）普通株式の自己株式の増加200,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加200,000株であります。

 

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月20日

定時株主総会
普通株式 490 45 平成28年２月29日 平成28年５月23日

 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成29年５月19日

定時株主総会
普通株式 481 利益剰余金 45 平成29年２月28日 平成29年５月22日
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当連結会計年度（自 平成29年３月１日 至 平成30年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 12,446,700 － － 12,446,700

合計 12,446,700 － － 12,446,700

自己株式        

普通株式（注） 1,740,627 238,069 － 1,978,696

合計 1,740,627 238,069 － 1,978,696

（注）普通株式の自己株式の増加238,069株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加238,000株、単元未満株式

の買取りによる増加69株であります。

 

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月19日

定時株主総会
普通株式 481 45 平成29年２月28日 平成29年５月22日

 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成30年５月25日

定時株主総会
普通株式 575 利益剰余金 55 平成30年２月28日 平成30年５月28日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日）

現金及び預金勘定 6,610百万円 7,338百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △600 △600

現金及び現金同等物 6,010 6,738
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。当社は、食品の製造販売を行っており、その活動は、外食、中食、家庭内食と多岐に渡

り、商品、サービス、業態区分による、事業本部制により運営されております。これにより報告セグメン

トについては、以下の５つとしております。

各部門の主な事業内容

＜精肉事業＞    精肉類の製造小売事業

＜惣菜事業＞    惣菜、弁当類等の製造小売事業

＜和菓子事業＞   和菓子類等の製造小売事業

＜レストラン事業＞ レストラン店舗の運営

＜食品事業＞    しぐれ煮の製造・卸及び小売事業

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。

セグメント間の内部売上高または振替高は、主に市場価格や製造原価に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)1 

合計 
調整額 
(注)2 

連結財務諸

表計上額 
(注)3 

  精肉事業 惣菜事業 
和菓子 
事業 

レストラン

事業 
食品事業 計 

売上高                    

外部顧客への売

上高 
14,790 13,024 7,124 4,994 3,574 43,508 － 43,508 － 43,508 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

1,338 21 71 66 288 1,786 － 1,786 △1,786 － 

計 16,129 13,046 7,195 5,061 3,862 45,295 － 45,295 △1,786 43,508 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,102 1,218 675 95 343 3,436 － 3,436 △1,196 2,240 

セグメント資産 2,370 1,868 2,409 1,763 1,037 9,449 － 9,449 8,548 17,997 

その他の項目                    

減価償却費 101 127 165 112 57 564 － 564 43 608 

減損損失 － － 54 132 － 186 － 186 － 186 

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

94 159 83 273 76 687 － 687 44 731 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,196百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,239百万円

及びその他調整額43百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

(2) セグメント資産の調整額8,548百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、当社での余資運用資金(現金及び預金)及び管理部門にかかる資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額43百万円は、全社資産にかかる減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額44百万円は全社資産の増加額であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成29年３月１日 至 平成30年２月28日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)1 

合計 
調整額 
(注)2 

連結財務諸

表計上額 
(注)3 

  精肉事業 惣菜事業 
和菓子 
事業 

レストラン

事業 
食品事業 計 

売上高                    

外部顧客への売

上高 
15,415 13,380 7,240 4,793 3,121 43,952 4 43,957 － 43,957 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

1,334 19 66 27 531 1,979 － 1,979 △1,979 － 

計 16,750 13,400 7,307 4,821 3,653 45,932 4 45,937 △1,979 43,957 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,624 1,300 542 111 385 3,964 △0 3,964 △1,360 2,603 

セグメント資産 2,426 1,857 2,471 1,899 999 9,653 0 9,654 9,307 18,961 

その他の項目                    

減価償却費 98 116 149 111 57 533 0 533 41 574 

減損損失 0 17 41 45 － 105 － 105 8 113 

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

140 146 170 230 29 717 0 717 7 724 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,360百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,402百万円

及びその他調整額41百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

(2) セグメント資産の調整額9,307百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、当社での余資運用資金(現金及び預金)及び管理部門にかかる資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額41百万円は、全社資産にかかる減価償却費であります。

(4) 減損損失の調整額８百万円は、全社資産にかかる減損損失であります。

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額７百万円は全社資産の増加額であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より、事業管理部門の変更に伴い、精肉事業に含めておりました一部の店舗について、惣菜

事業へ報告セグメントを変更しております。なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメ

ントの区分に基づき作成したものを開示しております。
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（関連当事者情報）

前連結会計年度（自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日） 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

種類 
会社等の 

名称又は氏名 
所在地 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合(%) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

役員及び 

その近親者 
赤塚 保 － － 

当社 

名誉会長 

(被所有) 

直接2.8 

自己株式の 

取得(注) 

自己株式の 

取得(注) 
372 － － 

(注)平成28年７月19日開催の取締役会決議に基づき、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）を利用し、自己株

式を取得しており、取引価格は前日（平成28年７月19日）の終値（最終特別気配を含む。）1,863円であります。 

 

当連結会計年度（自 平成29年３月１日 至 平成30年２月28日） 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

種類 
会社等の 

名称又は氏名 
所在地 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合(%) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

役員及び 

その近親者 
赤塚 正子 － － － 

(被所有) 

直接0.1 

自己株式の 

取得(注) 

自己株式の 

取得(注) 
305 － － 

(注)平成29年11月９日開催の取締役会決議に基づき、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）を利用し、自己株

式を取得しており、取引価格は前日（平成29年11月20日）の終値（最終特別気配を含む。）2,217円であります。 
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日）

１株当たり純資産額 1,252円08銭 1,343円65銭

１株当たり当期純利益金額 116円22銭 157円09銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日)

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
1,253 1,671

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益（百万円）
1,253 1,671

期中平均株式数（千株） 10,783 10,641
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（重要な後発事象）

（連結子会社の吸収合併）

当社は、平成30年４月11日開催の取締役会において、当社の完全子会社である柿安グルメフーズ株式会社を吸収合

併することを決議いたしました。 

(1) 取引の概要 

① 結合当事企業の名称及び事業の内容 

結合当事企業の名称  柿安グルメフーズ株式会社 

事業の内容          しぐれ煮等の販売 

② 企業結合日 

平成30年６月８日（予定） 

③ 企業結合の法的形式 

当社を吸収合併存続会社、柿安グルメフーズ株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併 

④ 結合後企業の名称 

株式会社柿安本店 

⑤ その他取引の概要に関する事項 

商品開発、生産及び販売の組織一本化を進め、当社グループの経営資源の集中と組織運営の強化及び経営の効

率化を推し進めることを目的としております。 

 

(2) 会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を実施する予定であります。 

 

(3) 合併比率及びその算定方法、交付または交付予定の株式数、企業結合後に増加する資本金の額 

本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、合併比率の取決めはありません。また、合併による新株発行

及び資本金の増加もありません。 

 

（その他）

役員の異動（平成30年５月25日付）

退任予定取締役 

専務取締役 樋尾 清明 （現 営業本部副本部長）
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